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企業のニーズを活用した未利用公共施設利活用

令和６年１１月５日

株式会社 松下設計
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資料4



本日の内容
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１．松下設計のご紹介

２．公民連携事業を進めるためのポイント

３．地域資源活用① 公民連携事業への地元企業活用

４．地域資源活用② 未利用公共施設の利活用



１．株式会社松下設計 会社概要
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埼玉本社

東京支社

仙台支社

川崎グループ
会社

株式会社 松下設計会社名

松下充孝代表取締役

1972年6月10日設立

3,150万円資本金

埼玉県さいたま市中央区上落合1丁目8番12号本社：所在地

048‐840‐4118TEL

048‐840‐4103FAX

61名（2023年12月現在）社員数

建物調査、企画・計画、設計、工事監理、建築コン
サルタント業務
PFI（民間資金の活用と運営）、CM、PM、FM等マネ
ジメント業務、耐震診断、劣化診断、

長中期保全計画、リニューアル計画業務、土地測量、
登記、土地家屋調査士業務、
補償コンサルタント業務

業務内容

主たる営業エリア
関東・東北



１．株式会社松下設計 設計実績
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出典：株式会社松下設計



１．株式会社松下設計 ＰＰＰ／ＰＦＩ関係実績
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ＰＰＰ／ＰＦＩ関係受注実績

その他 ＰＦＩ案件での代表企業経験等により、ＰＰＰ／ＰＦＩの各種ノウハウを取得し、平
成３０年度から「国土交通省 ＰＰＰ協定パートナー」に認定され活動中

滑川町南部地区小学校 桶川市坂田地区公共施設等整備事業

事業名受注年度

滑川町南部地区小学校等設計・建設・維持管理事業（ＰＦＩ）平成２０年度

桶川市坂田地区公共施設等整備事業（ＰＰＰ）平成２９年度

八潮市小中学校校舎空調設備導入調査（民間活力導入可能性調査）平成２９年度

所沢市旧コンポストセンター跡地利活用事業（ＰＦＩ）平成３０年度

野田市子ども館整備事業（ＤＢ）令和元年度

狭山市入曽地区子育て支援拠点施設整備事業（ＰＰＰ）令和３年度

（仮称）越谷市立地域スポーツセンター整備事業（ＰＰＰ）令和３年度

熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業（DBO 業務中）令和４年度

出典：株式会社松下設計



１．株式会社松下設計 ＰＰＰ／ＰＦＩ関係実績
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〇〇県〇〇町

地方銀行グループと連携し、廃校
の利活用についての企業誘致
アンケート実施

宮城県川崎町

廃校の利活用に対し、事業者の
一員として公募に応募し、優先交
渉権を獲得、事業化

〇〇県〇〇市

地方銀行グループの委託を受け
廃校の利活用について企業を募
集し、現地施設見学会を支援

出典：イーレ！はせくら王国HPより
https://www.ire‐hasekura.com/



１．株式会社松下設計 ＰＰＰ／ＰＦＩ関係実績
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出典：国土交通省HP
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/content/001408788.pdf



２．当社の未利用公共施設利活用事例 宮城県川崎町
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イーレ支倉 廃校を地元企業と組んでマルシェ・カフェ・レストランに

仙台市の隣町である宮城県川崎町で４校の廃校について、利活用の公募があった。

仙台本社で地元の食材を活用した事業展開を希望する株式会社東北農都共生総合
研究所とつながり、両社の強みを活かして事業計画を策定・応募し、平成３０年７月に
施設をオープンさせた。

その後ワイナリーの事業も加わり、現在に至る。事業運営は株式会社東北農都共生総
合研究所が行っている。

株式会社松下設計では、提案書・事業計画作成支援、施設利用についてのアドバイス
や自治体との交渉等のを行った。

出典：株式会社松下設計



２．当社の未利用公共施設利活用事例 宮城県川崎町

9

廃校利活用が成立した要因

• 企業ニーズを掘り起こすことができた
当時事業構想大学大学院の教員からの紹介で、「地域資源の利活用」を掲げてコン

サルティング事業を行っていた株式会社東北農都共生総合の、「コンサルティングのノ
ウハウ蓄積のためにも実業を展開したい」という企業ニーズを掘り起こすことができ、
実現できた。

• 自治体の協力
自治体側は、従来自治体側で負担していた維持管理費用がなくなることを踏まえ、

学校施設を月額５万円という安価な金額で貸し出してくれた。
また、地域住民への説明に対しても積極的に協力してくれた。

出典：株式会社松下設計



３．廃校等未利用公共施設利活用の状況
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廃校を企業等が活用する事例は少ない

令和３年度廃校施設等活用状
況実態調査では、平成14年度
から令和２年度に発生した廃
校の数は８,５８０校。

そのうち企業が活用している
のは９４７施設のみ。

地方の大きな課題は人口減少。
少しでも人口を維持・増加させ
るためには、地域で雇用を生
み出すことが不可欠。

未利用公共施設を、地域で雇
用を生み出すツールとして活
用することをご提案します。

出典：文部科学省 令和３年度廃校施設等活用状況実態調査



４．未利用公共施設利活用を進めるためのポイント
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官の考え ≠ 民の考え

その要因のひとつは、相互の立場・考え方を理解できていないことにあると考えます。

事例 ： ある自治体の廃校利活用（賃貸）

【自治体】廃校から何年も使っていない校舎を含めた施設全体を利活用して欲しい
．．．だが
• 校舎は雨漏りもひどく、電気・水道もどこまで使えるか全く不明
• それらの状況については何も調査していない、資料もない
• 施設に何か不具合があったとしても、一切費用は出さない

【民間企業】そんな無茶な施設を借りることはできない
．．．なぜなら
• 活用するために設備改修を含めていくらの投資額になるか全くわからない
• 投資額がわからなければ、事業計画も立てられない
• 借りたオフィスのライフライン工事を自分でしなくてはいけないとは考えない
（民法606条でも「賃貸人は、賃貸物の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負う。」と書いてある）

• しかも対象地は市街化調整区域



４．未利用公共施設利活用を進めるためのポイント
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未利用公共施設利活用のために、よくサウンディング調査を活用されております。
しかし民間側では、参加を難しくする条件を記載してあることが多々あります。

• 事業計画や賃料の記載を求める

事業計画はそんな簡単に作れるものではない。
事業計画策定しなければ、いくらの賃料であれ
ば黒字が見込まれるかわからない。
そんな回答を求められるのであれば参加しない。間の考えです。

• 自治体側の協力体制が記載されていない

未利用公共施設の立地場所が市街化調整
区域の場合利活用の用途が限定されます。
市街化調整区域を解除するのであれば利活用
したいというニーズがあっても、自治体側で
解除する方向性は決められておりません。



５．未利用公共施設利活用を進める具体的提案
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民間側は「活用できる」という発想に乏しい

身近に民間企業が活用して成功した事例が少ないことが要因と考えられます。

また、民間企業側で新たな事業展開などに未利用公共施設を活用できるニーズがあっ
たとしても、そのニーズは潜在的なもので、顕在化していないことも考えられます。

この点を解消する手法としては、下記をご提案いたします。

金融機関のネットワークを活用したアンケート調査

金融機関を活用することで、広く・確実に民間企業に未利用公共施設利活用を意識し
てもらえます。

アンケートでは具体的な利活用方法を聞くのではなく（そのような聞き方をすれば、回
答してもらえません）、興味あるか、何かに使える可能性はあるか、程度の内容にとど
め、後日ヒアリングの中でその内容を具体化し、どうやったら実現するかを一緒に考
えることで潜在的なニーズを顕在化します。



５．未利用公共施設利活用を進める具体的提案
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ご提案する調査手法のメリット

① 潜在的なニーズの掘り起こし
・廃校等未利用公共施設の活用についての「興味の有無」を中心とした
アンケートで、民間の潜在的なニーズを引き出す。

・その後のヒアリングにおいて、そのニーズの具現化を目指す。
・銀行での勤務、その後民間での事業計画作成経験を活かしてサポート

② 金融機関による留め置きアンケートのメリット
・留め置きアンケートで、アンケートの回収率が高い。
・キーマンがアンケートに回答する確率が高い。
・その後の民間へのアプローチが容易（金融機関がアポイントを取る）。

③ 金融機関側のメリット
・取引先訪問のきっかけ
・取引先と「経営」の話をするきっかけ
・うまくいけば、融資等取引深耕のチャンス



最後に
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株式会社松下設計は、半世紀以上積み上げてきた建築設計の

ノウハウを基に、斬新かつ柔軟な発想で地方自治体の皆様の

業務のお手伝いをさせていただきます。

ＰＰＰ・ＰＦＩはもちろん、公共施設関連でお困りのことがあれば、

お気軽にご連絡をいただければ幸いです。

株式会社松下設計 連絡先
担当：営業部 野田 和宏
ＴＥＬ：048‐840‐4118（代表）
Email：noda@matsushita‐sekkei.co.jp


